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１．現状

○不動産に関する情報整備の不足度

○ 我が国には、不動産に関して一般的に提供されている情報としては、行政機関が公表している地価公示・都道府県
地価調査など地価に関する情報や不動産取引価格情報等、民間団体が発表している不動産取引情報（レインズ）、J
リートプロパティデータベース等、その他民間事業者等が発表している不動産市場に係る各種調査結果等がある。

○ しかしながら、上場企業等にアンケート調査を行うと、土地の安全性（土壌汚染、災害履歴等）に関する情報、不動
産取引価格に関する情報、環境価値の高い不動産に関する情報等について不足度が高い。

国土交通省平成20 年度「土地投資動向調査（第２回）」より
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１．現状

○地価公示における変動率の変化（平成19年→20年から平成20年→21年）

○ 近年、三大都市圏の中心部等では、地価が急激に変化するようになってきている。これは、不動産は個別性が強い
という性質に加え、現在情報の非対称性が大きく価格メカニズムが機能しにくいことが背景の一つと考えられる。
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１．現状
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＜年金の資産配分＞

不動産投資を行っている
年金は３割強に留まる

不動産への資金配分は
１％に留まる

○ 年金の不動産投資の状況

○ さらには近年不動産投資市場と金融市場が近接化しているが、特に、短期資金への過度の依存が見られることも背
景と考えられる。
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１．現状
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投資用不動産の鑑定評価充実

企業等から市場へ投資用不動産を

　　　　　供出しやすい環境整備

実物投資を可能とする安定的投資法制の整備

地方の不動産市場・物件の分析や

　　　　　情報整備・発信の促進

全国での不動産投資の底上げ・人材育成

公的セクターの証券化活用を促進する制度改善

海外投資家の誘引策

海外不動産への投資環境の整備

必　要
(合計）

不必要
（合計）

資料：国土交通省「不動産投資家アンケート調査」（平成19年度）

※不動産投資・融資に関係すると考えられる①Ｊリート・私募ファンドの運用機関、②不動産会社・建設会社、

③銀行・保険会社④企業年金、などの機関を対象として実施

資料：国土交通省「不動産投資家アンケート調査」（平成２０年２月）

○投資家が求める環境整備

○ 一方、投資家が求める投資環境整備は、「コンプライアンス・情報開示」や「不動産投資に関する情報インフラ整備」
が上位を占めており、日本の不動産に関する情報の不足、低い透明度が中長期的な投資資金の流入の障害になって
いる可能性がある
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１．現状

出典：土地政策の中長期ビジョン（国民生活を豊かにする不動産のあり方ビジョン）中間
報告

注：各項目について、「投資決定上の重要度」と「日本の評価」について５段階で尋ね、そ
の回答を５ポイントから１ポイントまでで点数化し、回答数に応じて加重平均して求めた
数値をグラフに表した。

○ また、海外投資家からみた日本の不動産に係る情報の状況に関する評価は低く、米国・投資マネジメン
ト会社が発行している2008年不動産透明度インデックスでは、日本は世界で26位とされている。

○海外投資家の日本の不動産投資に関する評価

透明度レベル
2008年

総合ランキング 市場
2008年
総合スコア

2008年
総合段階

2006年
ランキング

1 カナダ 1.17 1 4
2 オーストラリア 1.20 1 1
3 米国 1.20 1 1
4 ニュージーランド 1.21 1 3
5 英国 1.31 1 5
6 オランダ 1.33 1 7
7 フランス 1.34 1 9
8 スウェーデン 1.43 1 8
9 ベルギー 1.48 1 17
10 アイルランド 1.52 2 15
11 香港 1.55 2 6
11 シンガポール 1.55 2 10
13 フィンランド 1.56 2 11
14 ドイツ 1.58 2 12
15 デンマーク 1.68 2 14
16 スペイン 1.70 2 18
17 オーストリア 1.72 2 15
17 ノルウェー 1.78 2 20
19 イタリア 1.82 2 21
20 スイス 1.87 2 19
21 南アフリカ 1.96 2 13
22 ポルトガル 2.09 2 24
23 マレーシア 2.25 2 22
24 チェコ共和国 2.32 2 26
25 ポーランド 2.37 2 27
26 日本 2.39 2 23
27 ハンガリー 2.50 3 27
27 イスラエル 2.50 3 29

高

中

中高

Jones Lang Lasalle：「Real Estate Transparency Index」
より国土交通省にて作成

【2008年不動産透明度インデックス】

0.0
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ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、情報源
（WEB等）の多言語対応

情報入手場所の明確性

情報の透明性（信頼性）

実勢取引価格（成約賃料を
含む）

不動産投資インデックス都市ごとの投資指標

行政手続き等の明瞭性

司法の効率性

税制優遇等投資インセン
ティブの充実度

重要度

評価

【不動産投資インフラ整備の状況に関する評価】



6○地籍調査〔行政〕

○登記関連情報〔行政〕

○不動産取引価格情報 〔行政〕

○レインズ〔民間団体〕

○その他民間事業者の情報

○不動産市場データベース〔行政〕

○Ｊリートプロパティデータベース 〔民間団体〕

○その他民間事業者の情報

不動産取引価格情報の提供の
充実

→国民の不動産取引に対する
信頼性向上

不動産市場データベースの拡
充による投資関連情報の充実

→中長期資金を中心とした投資
資金の導入促進

国土情報

不動産取引情報

不動産
投資情報

【 不動産投資情報 】

【 不動産取引情報 】

【 国土情報 】

地価情報

地価情報の整備

→地価動向の継続的・連続的
な把握

○地価公示、都道府県地価調査、地価
Lookレポート〔行政〕

【 地価情報 】

土地利用に関する情報の
整備

→土地利用調整の推進

土地利用情報 地籍調査等の推進による
土地をめぐる権利関係の
安定・取引の円滑化、国土
のセキュリティ管理

○土地利用に関する情報〔行政〕

○土地基本調査〔行政〕

【 土地利用情報 】

２．現状の取組

○ 国では、不動産に係る情報を民間団体・事業者等が提供している情報をも視野に入れながら、基礎的な情報で
ある国土情報や土地利用情報、価格等に関する地価情報、不動産取引情報、さらには不動産投資の促進に係る情
報等を体系的に整備するよう努めているところである。

出典：土地政策の中長期ビジョン（国民生活を豊かにする不動産のあり方ビジョン）中間報告
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２．現状の取組

○地価LOOKレポート（主要都市の高度利用地地価動向）

・平成19年より、地価動向を先行的に表しやすい三
大都市圏等の主要都市の高度利用地について、四
半期毎の地価動向、不動産鑑定士によって把握さ
れた不動産市場の動向に関する情報、地方整備局
が行った地元の不動産関係者からのヒアリングによ
る情報を取りまとめ、公表している。

○ このうち、地価情報については、近年の急激な地価の変動を捕捉するため、年１回の地価公示や都道府県地価調
査のほか、平成19年より四半期毎に主要都市の高度利用地地価動向報告（地価LOOKレポート）を実施しているとこ
ろである。
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＜対象地域＞
全国（平成１９年以降）

＜データ項目＞
所在地（※町・大字レベル）
取引価格（※有効数字２桁）
土地の面積・形状
建物の用途・構造、床面積、建築年、前面道路
最寄駅、用途、建ぺい率、容積率

＜提供データ件数（累計）＞
552,257件（平成２１年４月末現在）

２．現状の取組

○不動産取引価格情報の提供

平成１８年４月より、不動産取引当事者へのアンケート調査に基づく取引価格情報を、四半期毎に国土交通省ホーム
ページ上で提供している。

○また、不動産の実際の取引価格に関する情報として、平成18年より不動産取引価格情報の提供を開始している。
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２．現状の取組

アンケート標本

※1 アンケート標本とは、不動産市場データベー
スを構築するために国土交通省が行ったアン
ケートにご回答頂いた物件（標本）です。

アンケート標本＋J-REIT標本 ※2

※2 J-REIT標本とは、上場投資法人（J-REIT）が
保有する物件（標本）です。

国土交通省においては、不動産市場の透明性・信頼性の向上を通
じた国内外からの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

不動産市場データベース

（参考）

※1

不動産市場データベースは、投資家の投資判断の参考となるとともに、不動産事業者のビル経営や不動産鑑定士の鑑定評価の精度向上
に資するものと考えられる。

不動産市場の透明性・信頼性の向上

（１）「事務所」「店舗」及び「住宅」の３用途の賃貸用物件の収益・費用に係る６つの指標（ＮＯＩ、維持管理費など）を公表。
（２）「用途別」「地域別」「属性（延床面積及び築年数）別」に「中央値、四分位値等を示す図表」と「ヒストグラム」を公表。
（３）１７７図表で１，０００以上の区分の値を公表。
（４）アンケートにより収集した標本（１，９１９）と公表されているJ-REIT保有物件の標本（１，３０５）、合計３，２２４の標本を使用して作成。

集計した標本数

集計した標本の属性（延床面積及び築年数）概要

不動産市場データベースの構築のため平成２０年度に
行ったアンケートの概要

事務所ＮＯＩのヒストグラム
事務所のＮＯＩの図表

○ さらに、不動産投資等に資する情報として、三大都市圏等の賃貸オフィス、賃貸マンション等賃貸不動産の収益・
費用の情報をアンケート調査等により収集し、不動産の収益性に関する指標を提供する不動産市場データベースを平
成20年度に新たに構築した。
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２．現状の取組

○ 日本の不動産に係る情報の海外への提供・発信については、地価LOOKレポートや取引価格情報の英語によ
る公表、国際土地政策フォーラムの開催等を通じての情報発信等を行っているところである。

＜海外へ向けての情報提供・発信の例＞

【英語による資料の公表】
○取引価格情報

○主要都市の高度利用地地価動向報告
（地価LOOKレポート）

○地価公示・都道府県地価調査（予定）

○土地白書

○土地市場動向マンスリーレポート

【国際会議の開催等】
○国際土地政策フォーラムの開催

○不動産プロフェッショナル国際マーケッ
ト会議（MIPIM）への参加

等

＜地価LOOKレポート英語版の公表＞

＜国際土地政策フォーラムの開催＞
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３．政策課題

○ 豊かな国民生活の実現に向けて不動産の利用価値を高めていくためには、情報の提供の充実を図ること
により、国民が安心して不動産取引を行うことができるようにするとともに、不動産市場の透明性を高め、
国内外の中長期的な投資資金を日本の不動産に呼び込むことが重要である。

○ 国民や民間企業、自治体等が安心して不動産の取引や戦略の検討を行うためには、地価動向の適時・的
確な把握・提供のほか、取引価格情報や収益・費用情報の収集・提供の充実などを通じて不動産市場の透明
性の向上を図る必要がある。このことは、不動産価格の急激な変化を防ぎ、適正な不動産取引を促進する効
果も期待される。

○ また、これまで適正に評価されてこなかった環境性能や安全性などの不動産の質・リスクに関する情報
に対する消費者のニーズが高まっており、投資家・消費者の信頼が得られる形で情報が提供されるよう、情
報整備の充実や総合的な提供が必要である。

○ さらに、様々な情報の体系化・総合化や連携の強化により情報の価値を高めることが必要である。
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４．施策の方向性

○ 情報の利活用者である国民、民間企業、自治体等、さらには中長期的投資資金の出し手である国内外の
機関投資家、金融機関、不動産業者、個人投資家等の不動産情報に関するニーズを継続的かつ的確に把握し、
戦略的に情報の収集・提供を行う必要がある。
特に、これまで積極的に行ってこなかった海外からの安定的な資金を確保するための情報発信については、
効果的に行うことが重要である。

○ 地価情報、取引価格情報、収益・費用情報等の情報は、回収率の向上等による情報量の増大、継続的な
情報の蓄積・公表、公表の迅速性の向上等により充実を図ることが必要である。

○ 省CO₂性などの環境性能の評価に関する情報、人工改変地の改変履歴や災害履歴などの土地の安全性に
関する情報、土地取引に有用な土壌汚染情報など、不動産の質・リスクに関する情報を投資家、消費者の信
頼が得られる形で整備・提供する方法について必要な検討を行っていく。

○ さらに、既存情報や新たに収集・提供する情報について、利用者に適切に利活用してもらうため、また
様々な情報ニーズに対応するため、分かりやすく使いやすい形で情報を提供するとともに、その性格・相違
や利用方法等についての情報を提供したり、これらの情報の有機的な連携・分析や改善による情報の付加価
値化を図る必要があり、そのための情報基盤（不動産情報総合データベース（仮称））を構築していくこと
が必要である。その際、民間における取組と連携しつつ構築していくことが必要である。
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４．施策の方向性

透明性が高く、誰もが安心して参加できる不動産市場を形成し、不動産市場の活性化を促進

・・・・
価格動向の情報

リスクマネジメント
の情報

不動産の購入・賃貸等に関する情報

①ニーズ把握 ： 国民、民間企業、自治体、国内外の機関投資家、金融機関等の情報の利活用者に
対してのヒアリング等により、ニーズを把握する。

②提供情報内容の検討 ： 把握したニーズに対し、既存情報の改良や組み合わせで対応できるか、
新規の情報を収集しなければならないか等を含め、提供情報内容を検討する。

③わかりやすい情報提供

イメージ図

ニーズ
（不動産への投資）

ニーズ
（賃貸不動産の利用）

・・・・

既存情報項目 新規情報項目 活 用 加工して活用

・・・・

ホームページで利用者に分かりやすく
使いやすい形で情報提供を行う。

民間による情報提供の促進
連携

収益動向の情報

地価公示
情報

土地の安
全性に関
する情報

環境不
動産の
情報

土壌
汚染
情報

管理情報
(不動産市場
データベース)

取引価格情
報

民間不動産
情報（レイン
ズ・Ｊリート等）

土地基本
調査等
統計情報

国土利用計
画法の土地
取引情報

ニーズ
（個人の不動産の利用）


